
中東情勢に伴う原油価格高騰等による生活・産業への
影響緩和を求める意見書 

 
今般の中東情勢の緊迫化により、原油をはじめとするエネルギー価格や国際物流

の動向が不安定化し、我が国の経済や国民生活に深刻な影響を及ぼしている。とり

わけ、移動の多くを自家用車に依存する地方においては、その影響は都市部以上に

大きく、住民生活や企業活動の基盤を揺るがしかねない。 

さらに、地域経済を支える製造、農林水産、建設、運輸をはじめとする多くの産業

や、教育、医療などの現場において、物資不足が顕在化し、事業活動に深刻な支障が

生じているほか、医薬品や生活必需物資など、地域住民の生命・生活を支える重要

物資の需給不安も生じている。 

よって、国においては、地方の実情を十分に踏まえ、エネルギー価格高騰への対

策や重要物資の安定供給、中小・小規模事業者の事業継続に向けた財政措置など、

総合的かつ実効性のある対応を早急に講じることを強く要望する。 

 

記 

 

１ エネルギー供給や国際物流の動向に迅速に対応できる危機管理体制強化ととも

に、地方自治体や企業の適切な判断につながる迅速かつ正確な情報提供を行うこ

と。 

２ 石油由来製品をはじめとする物資の需給状況の可視化、正確な情報発信並びに

流通の目詰まり解消を一層推進し、地域住民の不安を抑え、市場の安定を確保す

ること。 

３ 都市部以上に自家用車依存度が高いなど、地方特有の事情を踏まえた価格高騰

の抑制策と負担軽減策を講じること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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